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『新型コロナウイルス感染症
による影響について』
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介護事業関係者による横断的（法人・サービス種別）・全国的な組織

介護の産業化の推進・生産性向上の推進を2大テーマとする。

当団体について

法人形態 一般社団法人
法人名 全国介護事業者連盟
設立年月日 2018年6月
本部在地 東京都千代田区麹町4丁目
代表者 斉藤正行

介護事業者会員数 ： 891社 7317事業所
※令和2年11月現在
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組織体制
■政連：ロビー活動

■本部
・団体折衝
・政策提言
・広報、総会企画・運営
・支部管理

■各支部
・政策提言
・組織拡大、会員獲得
・セミナー、勉強会企画・運営

全国介護事業者連盟
本部

（社団法人）

全国介護事業者
政治連盟
（政治団体）

全国
介護事業者連盟
北海道支部

全国
介護事業者連盟
関東支部

全国
介護事業者連盟
九州支部

全国
介護事業者連盟
関西支部

全国
介護事業者連盟
東海支部
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会 群馬県支部 新潟県支部 東京都支部 神奈川県支部 埼玉県支部 千葉県支部

愛知県支部 大阪府支部 兵庫県支部 広島県支部 岡山県支部
は設立準備中
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介護事業者への

新型コロナウイルス感染症

による影響について
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・緊急事態宣言下の5月には、介護事業所の約半数が、
収支の状況が悪化したと回答している。
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・通所系サービス、短期入所系サービスで、
4月及び5月の収入が大きく減少している。
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・昨年対比で介護事業所の経費（人件費以外）は1％増加している。

介
護
産
業
の
推
進
・生
産
性
向
上
に
向
け
た
介
護
事
業
者
の
横
断
組
織



財政制度等審議会
財政制度分科会
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共同通信が自治体に調査した結果、5月8日
時点で日本の介護施設で亡くなった入所者を
79名と伝えている。

施設にいる高齢者のうちコロナで亡くなった方
の割合は、ドイツ0.4％、スウェーデン2.8％、
イギリス5.3％、スペイン6.1％に対して、日本
は0.01％以下である。

欧米各国と比較して日本は圧倒的に介護施設
での死亡割合が低い
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・介護人材不足から介護事業者の経営環境は悪化し続けている。

・新型コロナウイルス感染症によって、更なる影響を受けている。

・緊急事態宣言下も介護現場は、自粛することなく、感染リスクと向
き合い要介護高齢者を支え続けている。

・欧米のような感染爆発を抑えている要因の１つを介護現場が担っ
ている。

・欧米のような感染爆発が生じれば、経済への影響は今以上に深刻
なものとなる。

・今後も第３波・第４波に備えて、継続して感染拡大防止策を実行し
続けていかなければならない。

・医療現場と同様、介護現場へ最大限の評価を頂きたい。



新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた
介護業界に対する要望事項

②介護事業者・介護従事者に対する
新型コロナウイルス感染症対策費の確保

①令和3年度介護報酬改定における
基本報酬単価の引き上げ
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当連盟は、「生産性向上の実現」を2大テーマの１つに掲げ、制度の
持続性と介護事業者の持続性の確保に向け、介護報酬の適正化を
積極的に推進し、他方で、制度改革の実現を図ることを5大政策方針
の１つに位置付けています。
従って、従来は報酬単価に対する要望は限定的にさせて頂いてお
りましたが、介護事業者の収益環境は介護人材不足に伴う人件費・
採用費等の人材関連費用の増加に伴い厳しい現状にあります。加え
て、新型コロナウイルス感染症の感染拡大という未曾有の危機に直
面し、介護事業者の収益環境は一層厳しい局面を迎えています。
今後も感染拡大防止に向けた取り組みが継続的に必要な情勢であ
ることから、次期介護報酬改定は通常とは異なる特別な対応が必要
であると考えており、令和3年度の介護報酬改定においては基本報
酬単価の引き上げを強く要望致します。

①令和3年度介護報酬改定における基本報酬単価の引き上げ

介護業界に対する要望事項
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・介護事業者全体の利益率は前年比で0.7％低下。
・本調査は本年3月度の決算数値であり、4月の緊急事態宣言以降に、

介護事業者の収益環境は更に悪化している。

令和2年度介護事業経営実態調査結果の概要介
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日本国内における新型コロナウイルス感染症の拡大は引き続き増加傾
向にありますが、欧米のような爆発的な感染拡大へは繋がっていません。
これはひとえに、政府及び自民党が強いリーダーシップのもと対策を講
じていること、また国民１人ひとりの不断の努力の結果であると考えます。
さらに、欧米との対比においては、医療崩壊を防ぐことが実現できてい
ることも大きなポイントであり、その医療崩壊の前段階となる介護崩壊を
防ぐことが出来ていることも大きな成果であると考えます。
そのような介護現場及び介護従事者の頑張りに更なる評価を頂き、今
後も続く感染症対策にしっかりと備えていかなければなりません。
現状、コロナ禍によって介護事業者の経営的な影響は大きく、第2次補
正予算において緊急包括支援事業（介護分）として4132億円もの支援を
賜ったことに介護業界をあげて感謝申し上げるとともに、夏以降の更なる
感染拡大と今後の継続状況を踏まえた、追加的な介護事業者の経費支
援策及び介護従事者に対する慰労金を予算確保くださいますようお願い
申し上げます。

②介護事業者・介護従事者に対する
新型コロナウイルス感染症対策費の確保
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